
�愛媛県告示第１７５６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び今治市役

所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 家守 伸正

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社四阪工場

今治市宮窪町四阪島１３５番地

３ 特定施設に関する事項

�２洗浄塔

４ 汚水等の処理施設に関する事項

スミシックナー

発 行 愛 媛 県
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告 示

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約４５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ３００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １０，０００

最大 １０，０００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，５６０

最大 ３，０００

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第６２号ホ 廃ガス洗
浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分間当たり１，０００ノルマル立方メート
ル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

設 置 年 月 日 昭和５２年６月２４日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 ＳＳ及びＦＲＰライニング製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径５．５メートル 高さ４．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６，３４０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿

処理施設の使用時間間隔 連 続
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

四阪１号排水口

�愛媛県告示第１７５７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び西条市役

所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社クラレ

岡山県倉敷市酒津１６２１番地

代表取締役社長 和久井 康明

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社クラレ西条事業所

西条市朔日市８９２番地

３ 特定施設に関する事項

� ばっき凝集沈殿処理施設

� 嫌気処理施設

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １６０

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ５００

通常 １００

最大 ２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ３００

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ５

最大 ５

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １０，０００

最大 １０，０００

通常 ３００

最大 ５００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，４４０

最大 ５，２００

通常 ４，０８０

最大 ４，８４０

備考 処理水は工程水として再利用し、残さは製造工程へ送る。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．０～９．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．５

最大 ６．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．３

最大 １４．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 １．３

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １．０

最大 ７．８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，６２７

最大 ３０，４６２

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第７４号 特定事業場から排出される水
の処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３０，０００立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．０～７．０

最大 ５．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２５．１

最大 ４２．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．５

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．１

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１，７４７

最大 １４，１２８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第７４号 特定事業場から排
出される水の処理施設

愛 媛 県 報平成１９年１１月２６日 第１９１６号
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ばっき凝集沈殿処理施設

� 嫌気処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８００立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２４３

最大 ３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６

最大 ５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．６

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４４７

最大 ６３８

設 置 年 月 日 昭和１１年７月１１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 ばっき、中和、凝集及び沈殿

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２３０メートル 横２４メートル
高さ３．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ばっき、中和、凝集及び沈殿

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．０～７．０

最大 ５．０～８．５

通常 ５．０～７．０

最大 ５．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２６．４

最大 ４４．５

通常 ２５．１

最大 ４２．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．９

最大 ３０

通常 ５．５

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．１

最大 ３０

通常 ６．１

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１，７４７

最大 １４，１２８

通常 １１，７４７

最大 １４，１２８

設 置 年 月 日 平成９年３月１８日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理

処 理 施 設 の 型 式 嫌気処理

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１９メートル 横２２．３メートル
高さ８．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸生成及びメタン発酵

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０

最大 ５．０～８．０

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，４２５

最大 ２，９９５

通常 ２４３

最大 ３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２．１

最大 ３０

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．３

最大 ３３

通常 ２６

最大 ５０

愛 媛 県 報平成１９年１１月２６日 第１９１６号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

排水口�１

�愛媛県告示第１７５８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７５９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７６０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害者支援施設を指定した。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １

通常 ４．６

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４４７

最大 ６３８

通常 ４４７

最大 ６３８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５５，４８０

最大 ６７，２５０

備考 この他に、雨水排水口が４箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．３

最大 ９．９

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２１３０００４７ 社会福祉法人澄心 四国中央市豊岡町大町
２００５番１ 武 村 志 延 共同生活援助 イーオラス 四国中央市豊岡町大町

２００５番１
平成１９年
９月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２１４００１７７ 社会福祉法人野村町社
会福祉協会

西予市野村町野村８号
４６７番地 池 田 忠 幸 共同生活介護 共同生活援助事業所野

村育成園
西予市野村町野村１２号
６７１番地

平成１９年
１１月１日

３８２１４００１７７ 社会福祉法人野村町社
会福祉協会

西予市野村町野村８号
４６７番地 池 田 忠 幸 共同生活援助 共同生活援助事業所野

村育成園
西予市野村町野村１２号
６７１番地

平成１９年
１１月１日

事業者番号
指 定 障 害 者 支 援 施 設 の 設 置 者

施設障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 者 支 援 施 設
指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 設 置 の 場 所 入所定員

３８１０１００２２６ 社会福祉法人愛媛県
社会福祉事業団

松山市道後町二丁目
１２番１１号 矢 野 順 意 生活介護 えひめ障害者支援施

設道後ゆう
松山市道後今市１番
２号 ２５ 平成１９年

１０月１日

３８１０１００２２６ 社会福祉法人愛媛県
社会福祉事業団

松山市道後町二丁目
１２番１１号 矢 野 順 意 自立訓練（機

能訓練）
えひめ障害者支援施
設道後ゆう

松山市道後今市１番
２号 ２５ 平成１９年

１０月１日

３８１０１００２２６ 社会福祉法人愛媛県
社会福祉事業団

松山市道後町二丁目
１２番１１号 矢 野 順 意 就労移行支援

（一般型）
えひめ障害者支援施
設道後ゆう

松山市道後今市１番
２号 ２０ 平成１９年

１０月１日
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�愛媛県告示第１７６１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

大久保山土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１７６２号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字川上２８８９

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字川上２８８９（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字目黒２７５０から２７６６まで

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字目黒２７６６（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字上鍵山１６２８から１６３１まで、１６３４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字上鍵山１６２８から１６３１まで・１６３４（以上５筆について

次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 谷 口 長 治 南宇和郡愛南町城辺甲４１７９－２

〃 本 多 七 雄 南宇和郡愛南町城辺甲５６３－１

〃 宇都宮 礒 元 南宇和郡愛南町城辺甲５４３５

〃 藤 田 吉次郎 南宇和郡愛南町城辺甲２１２１

〃 中 川 順 治 南宇和郡愛南町城辺甲２１７７

〃 和喜田 富 夫 南宇和郡愛南町城辺甲２６７６

〃 西 本 定 雄 南宇和郡愛南町城辺甲３７２８－１

〃 畑 田 藤志郎 南宇和郡愛南町城辺甲４８０１

〃 松 岡 忠 利 南宇和郡愛南町緑乙２２８－１

〃 富 岡 貴 南宇和郡愛南町城辺乙１

〃 増 田 孝 志 南宇和郡愛南町緑甲１３８７

〃 吉 田 浩 南宇和郡愛南町緑甲９３６

〃 孝 野 覚 也 南宇和郡愛南町緑乙２９１４

〃 清 水 利 康 南宇和郡愛南町緑乙１１６５

〃 塚 岡 啓 三 南宇和郡愛南町緑乙２１８７

〃 下 田 眞 志 南宇和郡愛南町御荘長月１０３６

〃 菊 池 譽 雄 南宇和郡愛南町御荘平城３２７６

〃 宮 谷 光 俊 南宇和郡愛南町満倉２４３４－４

〃 松 本 勝 利 南宇和郡愛南町上大道１０９４

監 事 原 田 達 也 南宇和郡愛南町緑乙３２９０

〃 上 村 貴 雄 南宇和郡愛南町御荘長月２７６５

〃 大 西 健 夫 南宇和郡愛南町上大道７２５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 谷 口 長 治 南宇和郡愛南町城辺甲４１７９－２

〃 本 多 七 雄 南宇和郡愛南町城辺甲５６３－１

〃 面 田 正 喜 南宇和郡愛南町城辺甲４２４０

〃 藤 田 吉次郎 南宇和郡愛南町城辺甲２１２１

〃 中 川 順 治 南宇和郡愛南町城辺甲２１７７

〃 和喜田 富 夫 南宇和郡愛南町城辺甲２６７６

〃 西 本 定 雄 南宇和郡愛南町城辺甲３７２８－１

〃 畑 田 藤志郎 南宇和郡愛南町城辺甲４８０１

〃 金 繁 司 南宇和郡愛南町緑乙３６９

〃 富 岡 貴 南宇和郡愛南町城辺乙１

〃 久 徳 彰 南宇和郡愛南町緑甲１８４８

〃 吉 田 浩 南宇和郡愛南町緑甲９３６

〃 孝 野 覚 也 南宇和郡愛南町緑乙２９１４

〃 清 水 利 康 南宇和郡愛南町緑乙１１６５

〃 塚 岡 啓 三 南宇和郡愛南町緑乙２１８７

〃 上 村 元 秋 南宇和郡愛南町御荘長月１１１３

〃 松 田 晃 南宇和郡愛南町御荘平城３５４７

〃 宮 谷 光 俊 南宇和郡愛南町満倉２４３４－４

〃 松 本 勝 利 南宇和郡愛南町上大道１０９４

監 事 原 田 達 也 南宇和郡愛南町緑乙３２９０

〃 上 村 貴 雄 南宇和郡愛南町御荘長月２７６５

〃 大 西 健 夫 南宇和郡愛南町上大道７２５
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� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字上家地８４４の１から８４４の３まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字上家地８４４の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

５� 保安林予定森林の所在場所

大洲市平野町平地乙１３４の１、乙１３７の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

平野町平地乙１３４の１・乙１３７の１（以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

６� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字上家地７５６、７５７の１、７５７の３

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

７� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字目黒２９９８

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁並びに大洲市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第１７６３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１９年１１月２７日から１２月１１日まで

�愛媛県告示第１７６４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第４０号

平成１９年１１月９日
伊予市上吾川字六反甲１８２２番２及び甲１８２３番１

伊予郡松前町大字北黒田７０６番地１

藤 岡 秀 和

１９松局建（開）第４１号

平成１９年１１月９日
伊予郡松前町大字中川原字広末６８１番６

松山市東石井四丁目１４番２号

エムセリアＡ－２０１号

加 藤 佳 文
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公安委員会訓令

�愛媛県告示第１７６５号
次の宅地建物取引業者の事務所の所在地を確知できないので、当

該宅地建物取引業者は、愛媛県土木部道路都市局建築住宅課まで申

し出られたい。

なお、この告示の日から３０日を経過しても当該宅地建物取引業者

から申出がないときは、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）

第６７条第１項の規定によりその免許を取り消す。

平成１９年１１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第１２号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開

示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員

会告示第３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成１９年１１月２６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

表愛媛県県立特殊学校高等部入学者選抜に係る学力検査の項口頭

による開示請求をすることができる個人情報の内容の欄及び同項口

頭による開示請求をすることができる場所の欄中「県立特殊学校」

を「県立特別支援学校」に改める。

�愛媛県公安委員会訓令第５号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成１９年１１月２６日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 部長専決事項

�～� 省略

� 交通部長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 部長専決事項

�～� 省略

� 交通部長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

地域公共交通

の活性化及び

再生に関する

法律（平成１９

年 法 律 第５９

号）

１ 第５条第６項（同条第９項において準用す

る場合を含む。）の規定による地域公共交通総

合連携計画の協議

２ 第５条第７項（同条第９項において準用す

る場合を含む。）の規定による地域公共交通総

合連携計画の受理

３ 第８条第３項（同条第６項において準用す

る場合を含む。）の規定による軌道運送高度化

実施計画の策定に関する意見照会の回答

４ 第１３条第３項（同条第６項において準用す

る場合を含む。）の規定による道路運送高度化

実施計画の策定に関する意見照会の回答

５ 第１４条第４項（同条第７項において準用す

る場合を含む。）の規定による道路運送高度化

実施計画の認定に関する意見照会の回答

６ 第２１条第３項（同条第５項において準用す

る場合を含む。）の規定による乗継円滑化実施

計画の策定に関する意見照会の回答

商号 代表者の氏名 免許番号 免許年月日

ケアホームズ株式
会社 重 松 秀 典 愛媛県知事�

第４３４５号 平成１９年５月１６日

ダイトーシステム
インターナショナ
ル株式会社

安 藤 昭 澄 愛媛県知事�
第４４０４号 平成１５年５月１３日
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選挙管理委員会告示

７ 第２２条第４項（同条第７項において準用す

る場合を含む。）の規定による乗継円滑化実施

計画の認定に関する意見照会の回答

８ 第３０条第５項（同条第７項において準用す

る場合を含む。）の規定による新地域旅客運送

事業計画の認定に関する意見照会の回答

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 交通規制課長

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 交通規制課長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

地域公共交通

の活性化及び

再生に関する

法律

１ 第８条第５項（同条第６項において準用す

る場合を含む。）の規定による軌道運送高度化

実施計画の受理

２ 第１３条第５項（同条第６項において準用す

る場合を含む。）の規定による道路運送高度化

実施計画の受理

３ 第２１条第４項（同条第５項において準用す

る場合を含む。）の規定による乗継円滑化実施

計画の受理

�～� 省略 �～� 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０２号
平成１９年７月２９日執行の参議院選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成１９年１１月２６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 藤 山 薫

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成１９年７月２９日執行

参議院選挙区選出議員選挙（愛媛県選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

３９，５３８，９００円

３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 友 近 聡 朗 所 属 党 派 無 所 属 平成１９年１０月６日から
期 間 第５回分

平成１９年１０月２５日まで出納責任者氏名 成 見 憲 治

収 入 支 出

通信費 １６，３７５円

今 回 計 ０円 今 回 計 １６，３７５

前 回 計 ７，４２０，８００ 前 回 計 １０，２６０，２８５

総 計 ７，４２０，８００ 総 計 １０，２７６，６６０

報告書受理年 月 日 平成１９年１１月 ９ 日 第 ５ 回 報 告 分

愛 媛 県 報平成１９年１１月２６日 第１９１６号

１２６６



雑 報

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１９年１１月１３日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成１９年１１月２６日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道５６号改築工事（宇和島道路・愛媛県宇和島市津島町高田地内から宇和島市寄松字井手口地内まで）及びこれに伴う附帯工事並

びに市道、普通河川及び農業用道路付替工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県宇
和島市保
田字清水

甲１３０２番
２ 宅 地 宅 地 ６２．００ ９１．５４ ４８．２６

愛媛県宇和島市川内甲１３０８番地
２

山木 義�
─── ─── ──────

使 用
愛媛県宇
和島市保
田字清水

甲１３０２番
２ 宅 地 宅 地 ６２．００ ９１．５４ １０．６７

愛媛県宇和島市川内甲１３０８番地
２

山木 義�
─── ─── ──────

平成１９年１１月２６日 発行
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